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地域ですすめるACP（アドバンス・ケア・プランニング）



経緯

 2018年に厚労省で「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセ
スに関するガイドライン」の改訂が行われた。改訂の要点は、医療だ
けでなく介護の現場における普及を図ることとACPの概念が盛り込ま
れたことであった。

 人生の最終段階において意思表示は難しく、本人の意向が医療ケアに
反映されるよう、ACPの普及啓発活動により国民の意識が高まる期待
が持たれている。

 横浜市においては、2017年に医療局が、市民が人生の最終段階をどう
過ごしたいかを考え、自ら選択するための情報発信等の啓発や人生の
最終段階の医療等に関わる専門職の人材育成等、市民が人生の最終段
階を安心して過ごすための体制作りを行うことを目的に、多職種で構
成された「横浜市人生の最終段階の医療等に関する検討会」（以後検
討会と記す）を設置した。



「もしも手帳」の作成
 市民がACPに取り組むきっかけを目的としたツール「もしも手帳」を作
成した

 作成メンバー間で事前指示書と捉えられないようにすることを確認し、
最終的に質問は、①受けたい医療ケアの概要、②代理決定者の選定、
③最後を過ごしたい場所の３項目とした。

 大切にした内容は、話し合い自体が重要であること、信頼のできる人
と一緒に考えること、何度でも書き直せること、自主性を重んじるこ
ととし、市民同士で「もしも手帳」を紹介し合えるよう、ポイントを
示した説明チラシを作成し、一緒に配布した。2019年１月「もしも手
帳」発表に合わせた市民公開講座に約800名が参加した。

 横浜市内の医療機関、薬局、介護事業所等を中心に配布を開始し、市
内の全地域ケアプラザ（地域包括支援センター）、各区役所、在宅医
療連携拠点に拡大し配布した。







「もしも手帳」の周知
 市民が65歳到達時（介護保険被保険者証送付時）に「もしも手帳」と
周知チラシを送付している。

 「もしも手帳」は、毎年増刷し2020年12月現在延べ19万部発行して
いる。「もしも手帳」による市民の行動変容は明らかではなく、今後
実態調査などを行い明らかにする必要がある。

 「もしも手帳」作成のプロセス自体が、横浜市と専門職多職種の人生
の最終段階の医療ケアに対する取り組みへの合意形成に大きく貢献し
ていると考えられる。

 健康区民祭りの場では、一般市民に向け「もしも手帳」を紹介してい
る。区民公開講座では、ACPをテーマにした講座を開催、参加した一
般市民が、「人生の最期を考えるということが、どういうことか解り
ました。ありがとうございました。」と受付で一言言って帰られまし
た。「もしも手帳の使い方」は、横浜市のHPで動画で2020年12月に
公開されている。



人材育成事業

 人生最終段階に医療・介護チームが関与することが望まれているが、
現状ACPの周知率は高くなく、特に介護福祉職から具体的な関与の方
法がわからないという声を耳にする。そこで、横浜市においてACPに
関する人材育成の取り組みを検討し実践している内容を紹介する。

 2019年に横浜市医療局は、主に健康な市民へのACPのきっかけ作りを
促すことができる人材育成のための多職種で構成された「ACP人材育
成研修パッケージ作成作業部会」を設置した。この作業部会での討議
の結果、主な対象者を介護福祉職とし、講義＋グループワークを含め
た３時間の内容とした。きっかけ作りのツールとして「もしも手帳」
の紹介を組み込んだ。また価値観は多様であることを確認し合うため
の「価値の引き出し」（シート）を活用したGWを考案した。





ACP人材育成研修パッケージを
活用した実践

 2020年12月現在、横浜市内２区で開催し、計80名の参加者であった。
参加者のアンケートでは、受講者の６割が介護福祉職、３割が医療職
であった。満足度は、講義90.3%、GW75.6%と高く、「気持ちが揺
れることが当然」、「継続的に話し合うことが大切」、「ACPにも影
の部分が存在する」といった基礎的な理解や、「ACPを皆が当たり前
に考えるようになると、互いに介護が楽になる」などの展望的な意見
が得られ、今後横浜市では、18区で研修会を開催する予定である。
ACPは、医療現場以前の、健康な時に暮らしの中で始まることが望ま
しい。研修の中で介護従事者におけるACPの役割をきっかけ作りであ
ることを伝えることで、地域におけるACPが普及することを期待して
いる。



訪問看護師におけるACP推進の取組

 訪問看護ステーションの看護師は、終末期に訪問看護の利用者に対し、
意思決定支援を行っているが、市民が元気な時から地域で開催してい
る市民公開講座に参加する機会を情報提供したり、都道府県や市区町
村で実施されるACPへの多職種での取組に参加し

 ACPの各ステージに

 第１ステージ（健康なとき）から積極的に参加する

 第２ステージ（壮年期や高齢期になり疾病になったとき）での関わり

 第３ステージ（病状が深刻になったとき）

 関わり、地域でACPが推進されることを目指します。


